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本田誠

※本プレゼン内容の一部に関しては外務省の立場や意見を反映するものではなく，講師の個人的職業経験等に基づくものです。



自己紹介

 １９９２年国際基督教大学大学院修士過程修了（行政学修士）後，民間
企業勤務，外務省専門調査員を経て，１９９９年に経験者採用で外務
省入省。

 以降，ケニア，イラク，英国，アフガニスタン，タンザニアの日本国大使
館での勤務等を経て，２０１２年に対パレスチナ日本政府代表事務所
副代表を務める。

 ２０１４年より欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）の日本理事代理を３年間務
めた後，２０１７年１１月より現職。

 専門分野はマルチ・バイ開発支援，平和構築，紛争地域における危機
管理。



1. 国連関係機関における日本人職員数の状況等

2. 国際機関人事センターの業務内容

3. 見出したい人材像

4. 国際公務員になる方法：ＪＰＯ

5. Ｑ＆Ａ

本日お話する主な内容



１．国連関係機関における日本人職員数の状況等



 「国連共通制度」（UN Common System）を採用している３５の国連関係機関全体
で，国際公務員（専門職以上）は約３万６千名 （２０１７暦年末，国連統計）。

 国連関係機関の日本人職員は約８５０名（全体の約２．４％）。
（２０１７暦年末，外務省調べ）

 国際公務員は，国際社会全体の利益のために奉仕する存在であり，特定の国の
ために働くものではない。

 一方，国際機関において日本人がしっかりとした目に見える存在感を示している
ことは，わが国が，ＳＤＧｓの推進はじめ，地球規模課題の解決に積極的に貢献
していく上での主要な成功要因（enabler）の一つ。

 国際社会により良く貢献するため，もっと多くの日本人に国際機関で活躍してほ
しい。（＝政府の思い。）

 国際公務員としての任務遂行を通じ国際社会全体の利益のために奉仕すること，
それを通じた自己実現を志すことに魅力を感じてほしい。
（＝皆さんへの期待。）

国際公務員と日本人職員の数



（各年１月現在。2014年以降は前年12月31日現在。外務省調べ）

「未来投資戦略2017―Society 5.0 の実現に向けた改革―」（平成29年6月9日）
中短期工程表「人材の育成・活用力の強化⑪」

「人材の発掘・育成（2025年までに国連関係機関の日本人職員を1,000人（現在約800人）にすることをめざし，国連広報
を含めた広報活動の強化，日本人（特に女性）の就職・昇進支援，JPO（Junior Professional Officer）派遣制度の拡充，
幹部候補となる中堅レベルの日本人の送り込み強化，国際機関経験者の外務省での積極的な登用・活用）」

国連関係機関における日本人職員数の推移



２．国際機関人事センターの業務内容



 国際機関への勤務を希望する若手邦人を，日本国政府が給与等の経費を負担することにより原
則２年間国際機関に派遣し，勤務経験を積む機会を提供することにより正規職員への途を開く
ことを目的とした制度。本制度が始まった昭和49年からの累計で約1,600名を派遣。2001年以
降の派遣者の約７割が派遣後に国際機関に正規採用されている。

 派遣後の採用率を向上するため，①在外公館向けガイドラインを作成し，フォロー体制を強化，
②採用率の高い機関・ポスト等を分析し，ポストマッチングの際に考慮，③Ｐ３レベルでの派
遣，④ＪＰＯ選考第２次試験（面接等）の海外での実施，⑤派遣前研修を活用したＣＶ・面接
トレーニング等を実施。

ＪＰＯ派遣制度の実施

国連関係機関で勤務する日本人職員を，現在の約850人から，２０２５年までに１,０００人に増強。

国際機関人事センターの取組



 大学等教育機関に加え，民間団体による就職説明会にも参加。国際協力イベント・留学相談会等
の際にも，ガイダンスを積極的に実施。弁護士等の専門家集団に対するガイダンスも実施。
⇒平成29年度には，合計146回（うち海外は35回），のべ10,000人以上を対象にガイダンスを実

施。
 メーリングリスト，Facebook, twitter等を活用。空席情報や国際機関のセミナー等の情報を発信。
 登録された履歴書を添削・評価し，必要に応じて個別にポストを紹介する制度を運用。

潜在的候補者の発掘・育成

 要人往来や政策対話等の機会に国際機関側へ働きかけを実施。また，個別人事がある場合には，

代表部等を通じ採用を働きかけ。

 日本人職員の関与が見込まれるプロジェクト案件の優先採用。

国際機関への働きかけ

 日本国政府の経費負担により，JPOよりも高い中堅レベル以上の邦人を派遣する制度を創設。
 将来の幹部職員増加に向けた取組として，平成29年度予算で新規措置。
 初年度の実績として，①世界気象機関（WMO）（P5ポスト），②国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）（P4ポスト），③国際移住機関（IOM）（P4ポスト），④国連女性機関（UN 
Women）（P3ポスト）にそれぞれ1名ずつ，計4名の派遣を決定。

中堅派遣制度の実施

日本人職員増強に向けた主な取組
（JPO派遣以外の取組）



現在，特に取組を強化している事項

 海外の日本人留学生，弁護士・会計士等の高度な専門性を有する人材，理系分野の人材等，優秀な
人材をさらに幅広くリクルート。
⇒ガイダンスの更なる充実
・海外での実施を増やすとともに，より多様な人材を対象に実施
・現職日本人職員，また，ＯＢ・ＯＧや有識者の一層の活用

 グローバル人材の育成に積極的に取り組む大学・大学院，各専門分野の有識者，日本弁護士連合会，
日本公認会計士協会，関係府省庁，ＪＩＣＡ，日本経済団体連合会等の経済団体，国際貢献に関心
のある民間企業等との連携を強化。

 応募書類・面接対策の強化⇒正規採用への応募時期にあるＪＰＯを中心に平成２８年度から実施。
 政策的に重要で，将来の正規採用につながるポストへのＪＰＯの戦略的配置の実施。

人材発掘・育成

正規採用率の向上

 昨年１０月，外務省に関係部局が出席する「日本人国際機関職員増強タスクチーム」を設置。関連
情報・ノウハウを集約・共有する「司令塔」として機能。

 タスクチームを中心に，各国際機関を主管する課室・関係府省庁との連携を強化。

 我が方代表部から国際機関本部だけでなく，各在外公館から国際機関フィールド事務所へのアプ
ローチも強化。

⇒この結果，ＪＰＯを始めとする日本人職員，日本人候補者に対し，これまでになくきめ細やかな
フォローが可能となった。（例：ＪＰＯの正規採用に資する拠出の実施や，効果的な働きかけの実施
等）

日本人職員増強に向けた意識改革・体制整備



３．見出したい人材像



出典：国連広報センター





出典：国連広報センター



発掘・育成したい潜在的な国際機関日本人職員の人材像



 各国際機関の内部統制部門
（internal audit, code of conduct, integrity, compliance, accountability … ）

 国連事務局内部監査室（OIOS），国連合同監査団（JIU），国連合同職員
年金基金事務局（UNJSPF）など

 国際金融機関。内部統制部門に加えて，各機関の本業である投融資関
連業務分野においても，投融資先に対するdue diligenceはもちろん, 投
融資先のcorporate governance改善支援など

会計分野にかかる高度の知見，経験が求められる機関・ポストの例

欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）の例：

• ＩＦＲＳ準拠，バーゼル規制，各種関連内部ポリシー
• マネロン対策，テロ資金対策（ＦＡＴＦ勧告等）
• 租税回避行為への対応（domiciliation問題等）
• ＳＰＶ（special purpose vehicle)の活用と取扱い
• Equity Participation FundにかかるＳＰＶ設立とスワップ証券化
• Diversified Payment Rightsの証券化，オフショアＳＰＶの活用

等々



４．国際公務員になる方法：ＪＰＯ



• 日本の就活のような新卒一括採用，４月入社という採用システムではな
い。終身雇用でもない。欧米型・外資型採用システム。原則，有期契約。

• 日本の就活のような「配属リスク」は生じない。何故なら，自分で自分の
配属（特定のポスト）を選び，自ら応募し，勝ち取るから。

• 日本の就活というよりも，個人事業主として，国際機関が実施する具体
的事業（特定のポスト）の競争入札に応札し，札を勝ち取ることをイメージ
する方が実像に近い。求められているのは即戦力。

• そのためには一体何が必要か？ あなたが個人事業主（社長）ならば，
あなたの会社が競争入札に勝つために何をするか？

– 入札資格は？

– 入札仕様書は？ （ＴＯＲ，ＪＤ）

– どうやって企業価値や競争力を高め，いかにアピールするか？

国際機関への「就職」？



①空席公告 ②ＪＰＯ派遣制度 ③ＹＰＰ

実施機関 各国際機関 外務省 国連事務局

年齢制限 特になし ３５歳以下 ３２歳以下

学歴 ポストによる 修士号以上 学士号以上

職歴 ２年以上 ２年以上 問わない

ポイント

毎日多くの国際機関
から様々な空席公告
が出るので，随時応
募することができる。

日本人の中だけで
の競争のため，空席
公告より倍率が低い。

学士号のみ，職務
経歴なしで応募可
能だが，かなり難
関。

国際公務員になるための主な方法



関連ポストで求められる「学位」サンプリング　※ 全公募ポスト数：　３４２ ・・・ ①

Degree Area 1 Degree Area 2 Degree Area 3

Accounting 1

Accounting Finance Business Administration 3

Finance Audit Accounting 2 17

Business Administration Accounting Finance 1 5.0%

Finance Business Administration Accounting 10

Finance Business Administration （Commerce等） 8

Finance （Economics, Banking等） Business Administration 4 41

Business Administration 29 12.0%

関連公募ポスト数　計 58 ・・・ ②

②／①＝ 17.0%

※　２０１８年１１月２３日人事センターＨＰ掲載の「最新の空席一覧」をサンプリング対象とした。

（Management, Economics, Public Administration等）

ポスト数



国連関係機関の日本人職員数及びJPO経験者数

試験年度
2001年

度
2002年

度
2003年

度
2004年

度
2005年

度
2006年

度
2007年

度
2008年

度
2009年

度
2010年

度
2011年

度
2012年

度
2013年

度
2001～

13年度累計

各年度計 31 / 49 40 / 61 45 / 58 27 / 35 27 / 36 26 / 33 26 / 35 23 / 33 25 / 32 24 / 33 21 / 25 23 / 30 35 / 40 373/500

年度別採用率 63.3% 65.6% 77.6% 77.1% 75.0% 78.8% 74.3% 69.7% 78.1% 72.7% 84.0% 76.7% 87.5% 74.6%

JPO経験者の国際機関採用率

※ 派遣後に正規ポストを獲得したＪＰＯの割合

年度別応募者数・派遣者数

試験年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

応募者数 ８２３ ９３６ １０１２ ７９８ ７２１ ３１４ ２９４ ５１０ ６２１ ３１３ ２７９ ２８９ ３０１ ３３０ ３９４ ３６３

新規派遣者数 ６１ ５８ ３５ ３６ ３３ ３５ ３３ ３２ ３３ ２５ ３０ ４０ ４４ ６５ ５４ ５９



Ｑ＆Ａ


